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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第76期、第77期、第78期および第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

３ 第79期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４ 第79期連結会計年度が当期純損失となったのは、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上

によるものであります。 

５ 第79期の株価収益率については、当期純損失を計上したため記載しておりません。 

６ 第80期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 42,323 43,373 43,455 43,680 44,769

経常利益 (百万円) 692 814 890 1,054 1,904

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 588 325 377 △3,240 4,581

純資産額 (百万円) 28,135 28,218 27,054 22,490 26,616

総資産額 (百万円) 49,365 48,217 46,530 42,193 39,031

１株当たり純資産額 (円) 488.66 501.50 536.49 445.95 528.51

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 9.20 5.34 6.64 △64.81 90.96

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.0 58.5 58.1 53.3 68.2

自己資本利益率 (％) 2.1 1.2 1.4 △13.1 18.7

株価収益率 (倍) 16.6 36.7 41.1 ― 3.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,176 981 1,256 862 586

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,520 △285 △62 412 7,708

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △13,110 △2,127 △2,074 △1,365 △6,068

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 4,587 3,156 2,275 2,185 4,412

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
393

(191)

360

(182)

329

(177)

341

(157)

319

(154)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第76期、第77期、第78期および第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

３ 第79期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４ 第79期事業年度が当期純損失となったのは、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上によ

るものであります。 

５ 第79期の株価収益率、配当性向については、当期純損失を計上したため記載しておりません。 

６ 第80期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 30,914 30,757 30,910 30,495 30,405

経常利益 (百万円) 878 1,108 1,257 967 1,491

当期純利益又は  
当期純損失(△)

(百万円) 1,071 572 645 △3,175 4,426

資本金 (百万円) 7,004 7,004 7,004 7,004 7,004

発行済株式総数 (株) 60,046,237 60,046,237 59,046,237 50,387,948 50,387,948

純資産額 (百万円) 28,154 28,339 27,499 22,768 26,789

総資産額 (百万円) 42,652 42,668 44,465 39,289 35,625

１株当たり純資産額 (円) 489.00 503.68 545.35 451.61 531.94

１株当たり配当額 
(うち、１株当たり 
中間配当額)

(円)
6.00

(―)

6.00

(―)

6.00

(―)

6.00

(―)

 
6.00

(―)

１株当たり当期純利益  
又は当期純損失(△)

(円) 17.29 9.69 11.67 △63.38 87.88

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.0 66.4 61.8 58.0 75.2

自己資本利益率 (％) 3.8 2.0 2.3 △12.6 17.9

株価収益率 (倍) 8.8 20.2 23.4 ― 3.6

配当性向 (％) 34.7 61.9 51.4 ― 6.8

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
206

(62)

187

(73)

168

(69)

159

(55)

142

(46)



２ 【沿革】 

  

 
  

年次 沿革

昭和25年６月 資本金450万円をもって東京都中央区木挽町にて会社設立

    11月 豊洲工場操業開始、日産溶糖能力124トン

  27年４月 当社精製上白糖が東京砂糖取引所の上場銘柄標準品の指定を受ける

  28年７月 本社を東京都中央区日本橋小網町に移転

  30年11月 株式を東京証券取引所店頭に公開

  36年10月 株式を東京証券取引所市場第２部に上場

  41年11月 豊洲工場合理化・増設工事完了、日産溶糖能力2,004トン

  47年12月 ドゥ・スポーツプラザ晴海(東京都江東区)営業開始

  48年６月 雪印乳業㈱、㈱上組との合弁で、日本ポート産業㈱(現・関連会社)設立

    12月 ニューポート産業㈱(現・連結子会社)設立

  49年４月 ドゥ・スポーツプラザ新宿(東京都新宿区)営業開始

  59年12月 代理店日新カップ㈱(現・連結子会社)の株式取得

  62年７月 新豊食品㈱(現・連結子会社)設立

  63年10月 出光興産㈱との合弁で、㈱エヌアイフィットネス(現・関連会社)設立

平成４年６月 日新余暇開発㈱(現・連結子会社)設立

  12年11月 東日本製糖㈱(現・新東日本製糖㈱・関連会社)の株式を取得し、大日本明治製糖㈱との折半出資

の合弁会社とする

  13年４月 日新カップ㈱を総販売元とする

  14年３月 千葉工場(物流センター、ガムシロップ工場・研究開発棟)新設

    ６月 豊洲工場閉鎖

    ７月 新東日本製糖㈱における大日本明治製糖㈱との精製糖等の共同生産開始

  15年４月 新光製糖㈱と精製糖等の生産・販売に関する業務提携基本契約締結

  18年９月 ドゥ・スポーツプラザ晴海(東京都江東区)閉店

    10月 ドゥ・スポーツプラザ豊洲(東京都江東区)営業開始



３ 【事業の内容】 

当社グループは、子会社８社および関連会社７社で構成され、砂糖の製造販売を中心とする食品事業を

主な内容とし、その他にスポーツクラブの経営等の健康産業事業および倉庫等の不動産賃貸・冷蔵倉庫業

等の不動産その他事業を行っております。 

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

(砂糖その他食品事業) 

当社は砂糖の精製・販売を行っており、関連会社新東日本製糖㈱に精製糖等の製造を委託し、製品の

一部を子会社新豊食品㈱にて包装・加工し、販売会社である子会社日新カップ㈱を通じて販売しており

ます。日新カップ㈱はこのほか、糖化製品等の仕入・販売を行っております。また、その他の関係会社

住友商事㈱を通じ、製品の販売および商品の仕入を行っております。 

  

(健康産業事業) 

当社、子会社日新余暇開発㈱および関連会社㈱エヌアイフィットネスは、『ドゥ・スポーツプラザ』

ブランドで、スポーツクラブやスイミングスクールを運営するとともに、関連事業を行っております。

  

(不動産その他事業) 

(1) 不動産賃貸 

当社は貸店舗等の不動産賃貸の営業を行っております。 

(2) 冷蔵倉庫・港湾荷役 

子会社ニューポート産業㈱および関連会社日本ポート産業㈱は、冷蔵倉庫業・港湾荷役業等の物流

事業を行っております。 

(3) 合成樹脂等の販売 

子会社日新サービス㈱は、合成樹脂等の仕入・販売を行っております。 

  

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。 

２ 「議決権の所有[被所有]割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、当該連

結子会社は、事業の種類別セグメントの売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメント間の内部売上

高または振替高を含む)の割合が100分の90を超えておりますため、主要な損益情報等の記載を省略しており

ます。 

５ 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
[被所有]割合

(％)
関係内容

(連結子会社)

日新カップ㈱ 
(注)３、４

東京都
中央区

340
砂糖その他
食品事業

100.0
当社製品の販売先、不動産の賃貸、
資金融資、同社の商品仕入債務に対
する保証、役員の兼任３名

新豊食品㈱ 
(注)３

千葉県
千葉市

450
砂糖その他
食品事業

100.0
当社製品の包装・加工、不動産の賃
貸、資金融資、役員の兼任３名

日新余暇開発㈱
群馬県
高崎市

90 健康産業事業 100.0 資金融資、役員の兼任１名

ニューポート産業㈱ 
(注)３

千葉県
千葉市

900
不動産その他
事業

100.0
不動産の賃貸、資金融資、同社の金
融機関借入金に対する保証、役員の
兼任４名

日新サービス㈱
東京都
中央区

90
不動産その他
事業

100.0
資金融資、同社の商品仕入債務に対
する保証、役員の兼任３名

その他１社 ― ― ― ― ―――――

(持分法適用非連結子会社)

その他１社 ― ― ― ― ―――――

(持分法適用関連会社)

新東日本製糖㈱
千葉県
千葉市

6,174
砂糖その他
食品事業

50.0
当社製品の製造、同社の金融機関借
入金に対する保証、役員の兼任５名

㈱エヌアイ 
フィットネス

大阪府
大阪市

80 健康産業事業 50.0
同社の金融機関借入金に対する保
証、役員の兼任１名

日本ポート産業㈱
兵庫県
神戸市

500
不動産その他
事業

40.0 役員の兼任４名

(その他の関係会社)

住友商事㈱ 
(注)５

東京都
中央区

219,278 総合商社
[ 20.1 ]
[ (0.6)]

当社製品の販売先、商品の仕入先



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当連結会社において労働組合は結成されておらず、また創業以来現在に至るまで労使間に争議その他

の紛争を生じたことはありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

砂糖その他食品事業 151 (89)

健康産業事業 64 (60)

不動産その他事業 54 （5)

全社(共通) 50（―)

合計 319(154)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

142(46) 43.3 20.1 7,388,484



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善を背景に設備投資等が堅調に増加し、雇用

情勢や所得環境にも改善がみられるなど、個人消費には力強さに欠けるものの景気は緩やかながらも回

復基調で推移しました。 

 一方、世界的金利上昇傾向に加え、長期化する原油価格の高騰や素材・原材料価格の値上がり、今後

の米国経済の動向といった懸念材料もあり、依然として不安感を払拭できない状況が続いております。 

 当社グループの主力事業であります精糖業界の状況は、安価な加糖調製品の輸入増加、消費の低迷、

嗜好の変化等により、依然として需要の減少傾向がみられ、市場をめぐる激しい競争が続いておりま

す。  

 海外原糖市況につきましては、ニューヨーク市場現物相場において１ポンド当たり19.28セントで堅

調に始まりましたが、主要各国の金融引き締めにより商品市場全般に投機資金流出傾向が強まったこと

に加え、投機筋の手仕舞い売りが強まりました。また、エタノール向け砂糖きびの需要増およびＥＵの

砂糖輸出大幅削減などが背景にはあるものの、それを補う大手生産国の増産見込みにより、砂糖需給面

で余剰感が強まったことから、３月に10.89セントの安値をつけました。その後実需筋の現物買付けな

どにより若干値を戻し11.03セントで当期を終了いたしました。  

 一方、国内精糖市況（日本経済新聞掲載、東京）は、上白糖１㎏当たり156～157円で始まりました

が、高騰を続けていた海外原糖市況の下落を受け、11月に２円下げ154～155円となりました。その後も

海外原糖市況は弱含みで推移しましたが、原油高騰に伴う製造販売コストの上昇もあり、154～155円を

維持したまま当期を終了いたしました。  

 当連結会計年度の売上高は44,769百万円（前期比2.5％増）、経常利益は1,904百万円（同80.5％増）

となりました。さらに、ドゥ・スポーツプラザ晴海施設譲渡益2,545百万円等の特別利益を計上したた

め、当期純利益は4,581百万円（前期は3,240百万円の純損失）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 砂糖その他食品事業 

砂糖その他食品事業におきましては、業務用製品の出荷量は、採算重視の販売方針から、菓子・飲

料向けがともに減少いたしました。家庭用製品は、量販店での売れ行きが鈍く前期を下回りました。

一方、前期後半の国内精糖市況の上昇を受け、販売価格は上昇しました。また、果糖は、主力の飲料

向けの売れ行きが鈍く減少いたしました。 

 機能性食品『カップオリゴ』は、健康志向の高まりから、販売数量は前期を上回りました。 

 その結果、売上高は37,826百万円（前期比3.1％増）、営業利益は2,764百万円（同34.0％増、配賦

不能営業費用等控除前）となりました。 

  



② 健康産業事業 

健康産業事業『ドゥ・スポーツプラザ』におきましては、熟年世代を中心とした健康志向の高まり

はみられるものの、大手チェーンによる寡占化はなお一段と進行する厳しい環境が続くなか、永い間

ご利用いただきましたドゥ・スポーツプラザ晴海を閉店し、近隣に建設された大型総合商業施設(ア

ーバンドックららぽーと豊洲)内に 新の設備を有したドゥ・スポーツプラザ豊洲を平成18年10月に

オープンいたしました。地域に密着した営業活動に取り組み、クラブ会員・スクール会員獲得や各種

スクール事業を中心とした施設営業も順調に推移いたしました。しかしながら、新店移転開業に係る

一時的費用が発生したため、売上高は2,735百万円（前期比8.6％減）、営業損失81百万円（前期は98

百万円の営業利益、配賦不能営業費用等控除前）となりました。 

  

③ 不動産その他事業 

不動産その他事業では、売上高4,207百万円（前期比5.0％増）、営業利益は350百万円（同37.3％

増、配賦不能営業費用等控除前）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は5,197百万円となりましたが、ド

ゥ・スポーツプラザ晴海施設譲渡益2,545百万円などの特別利益ならびに仕入債務の減少額990百万円等

を差し引いた結果、586百万円の収入（前期比275百万円減少）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入8,016百万円等により、7,708

百万円の収入（前期比7,295百万円増加）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出5,740百万円等により、6,068百万円

の支出（前期は1,365百万円の支出）となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末より2,226百万円増加し、4,412百万円となり

ました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 生産高は、主として関連会社新東日本製糖㈱への委託生産によるものであります。 

２ 金額は製造原価によっており、内部取引額を除いております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

生産は原則として見込み生産であり、少量の受託加工を除き受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比増減率(％)

砂糖その他食品事業 17,385 △0.3

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比増減率(％)

砂糖その他食品事業 37,826 ＋3.1

健康産業事業 2,735 △8.6

不動産その他事業 4,207 ＋5.0

合計 44,769 ＋2.5

相手先

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

佐藤㈱ 4,811 11.0 4,774 10.7



３ 【対処すべき課題】 

精糖業界では、競合する加糖調製品の輸入増加等による需要低迷から、厳しい販売競争が続いており、

さらに、昨年来の原油価格高騰に伴う燃料、資材の値上げ等によりコストが上昇し、引き続き厳しい状況

にあります。 

  他方、法制度面では、昨年、農政改革関連三法が成立し、新しい農業制度が平成19年4月からスタート

しました。従来の国内農業保護の基本方針に変更はないものの、甘味資源作物の経営安定対策に品目横断

的な対策が一部導入される等の措置が講じられました。 

  また、ＷＴＯにおける交渉は一時中断しているものの、アジア・太平洋地域を中心に各国とのＥＰＡ・

ＦＴＡ交渉が加速しており、タイ、マレーシア、フィリピン等の国々と締結あるいは大筋合意しているほ

か、交渉結果によっては精糖業界に影響を及ぼす可能性があるオーストラリア、インド等の国々との交渉

が開始されました。 

  こうした状況下、当社グループは、いかなる環境の変化にも対応できるように、重要課題として「コス

ト競争力の強化」および「販売競争力の強化」に取り組み、経営基盤を強化してまいります。特に、生産

面では、新東日本製糖㈱（千葉市美浜区）における合理化によるコストの削減および品質向上に取り組ん

でおります。また、販売面では、総合甘味サプライヤーとして、お客様のご要望にお応えし、ご満足いた

だける製品・サービスを提供できるよう、子会社の日新カップ㈱における販売機能の強化に取り組むとと

もに、新製品を迅速に市場導入できるように開発体制を整え、新製品開発力の強化に取り組んでおりま

す。今後、これら施策を完遂しその実効を上げることに注力してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のものがあり、投資者の判断

に重要な影響を及ぼす可能性があるものと考えております。なお、将来に関する事項の記載は、当連結会

計年度末において判断したものであります。 

  

① 精糖業への依存と農業政策の影響に関するもの 

当社グループは、売上高の8割以上を砂糖その他食品事業によっており、その主力製品は精製糖であ

ります。そのため業績は、精糖業を取り巻く環境の影響を受けやすい構造にあります。  

 精糖業界は、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」等の規制の適用を受けており、政府の農業

政策に大きく影響されます。また、世界貿易機関（ＷＴＯ）における農業交渉や、ＥＰＡ・ＦＴＡ締結

交渉の動向は、業界に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ② 精製糖生産拠点の集中に関するもの 

当社グループは、主力製品である精製糖の大部分を関連会社新東日本製糖㈱工場（千葉市美浜区）に

て生産しております。従いまして、同工場が大規模地震その他の事情により操業を中断した場合、製品

の生産および販売が困難となり、当社グループの業績および財務状態に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

③ 原料および精製糖の価格変動に関するもの 

精製糖の原料である輸入粗糖は、海外原糖相場と為替相場の影響を受けて仕入価格が変動します。製

品の販売価格は、これらの相場に従って変動する傾向にありますが、価格競争等の事情により、原料価

格の上昇の一部または全部を製品価格に転嫁できない状態が生じた場合、当社グループの業績および財

務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 精製糖等の共同生産に関する合弁契約 

当社は、平成12年10月、大日本明治製糖㈱および新東日本製糖㈱との間で新東日本製糖㈱における精

製糖等の共同生産に関する合弁契約を締結しております。 

  

(2) 精製糖等の生産・販売に関する業務提携契約 

当社は、平成15年４月、新光製糖㈱(大阪市城東区)との間で精製糖等の生産・販売に関する業務提携

基本契約を締結しております。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社は、研究部門(全社(共通))において、バイオテクノロジーや植物の抽出技術を用いた効率的な糖

類・糖誘導体の生産プロセスの研究、ならびに健康機能性食品素材等への用途開発を進めております。 

 なお、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は55百万円であります。    

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項の記載は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもの

であります。 

(1) 当連結会計年度の財政状態の分析 

前連結会計年度末に比べ、総資産は3,162百万円、総負債は7,288百万円それぞれ減少しました。主に

ドゥ・スポーツプラザ晴海施設の売却により、現金及び預金が2,226百万円増加し、有形固定資産が

4,846百万円、借入金が5,740百万円減少しました。 

 純資産は、4,126百万円増加しました。主として当期純利益4,581百万円による増加と配当金302百万

円の支払によるものであります。この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は68.2%（前期比14.9%

増）となりました。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、44,769百万円（前期比2.5%増）となりました。砂糖その他食品事業

は、販売数量は減少したものの、前期後半の国内精糖市況の上昇を受けて販売価格が上昇し、増収と

なりました。また、健康産業事業は減収、不動産その他事業は増収となりました。 

  

② 営業利益 

当連結会計年度の営業利益は、1,936百万円（前期比67.5%増）となりました。主力の砂糖その他食

品事業において、原糖・原油価格の高騰によるコスト高が前期より続きましたが、販売価格への反映

が進みました。また、本社経費の減少が増益に寄与しました。 

  

③ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外損益は、支払利息の減少等により、前連結会計年度に比べ69百万円の増益

となりました。 

 以上の結果、経常利益は1,904百万円（前期比80.5%増）となりました。 

  

④ 特別損益 

当連結会計年度は、ドゥ・スポーツプラザ晴海施設譲渡益2,545百万円ならびに賃貸倉庫等の固定

資産売却益等総額3,852百万円の特別利益を計上し、固定資産売却損186百万円等、総額559百万円の

特別損失を計上いたしました。 

 以上により、当期純利益は4,581百万円（前期は3,240百万円の当期純損失）、１株当たり当期純利

益は90.96円となりました。 

  

  

  

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

今後の経済の見通しは、長期化の様相を呈している原油高騰や金利上昇による海外経済の減速不安な

どの懸念はあるものの、好調な企業業績が雇用・所得環境の改善に結びつく好循環が続き、息の長い景

気拡大傾向が続くものと見込まれます。 

 海外原糖市況は、主要生産国の増産により在庫率が過去 高となる見込みであり、これを背景に上値

が重い展開が続くものと予想されます。 

 国内精糖業界では、原油価格の高騰に伴って製造販売コストが上昇しておりますが、加糖調製品や異

性化糖の伸長により消費量は微減傾向にあり、軟調な海外原糖市況もあいまって、依然厳しい状況が続

くものと思われます。 

 こうした経営環境のなか、砂糖その他食品事業におきましては、コスト競争力・販売競争力の強化に

取り組んでまいります。健康産業事業では、昨年開店したドゥ・スポーツプラザ豊洲を始めとして、新

会員の募集に努めます。不動産その他事業では、新規商材を確保して取扱の増加を図ってまいります。

  

(4) 中長期的な経営戦略について 

当社は、子会社・関連会社を含めた事業の見直しを推し進め、経営資源の選択と集中を行うことによ

り、中長期的に収益力強化と株主価値の増大を図ることを基本としております。 

  株主資本利益率（ＲＯＥ）、売上高、経常利益および当期純利益を重要な経営指標とし、これらの一

層の向上を目指し、グループ価値の増大を図ってまいります。 

  当社の主業であります砂糖その他食品事業につきましては、お客様にご満足いただける品質の優れた

製品を適正な価格で安定提供できることを目指しております。このため、販売子会社である日新カップ

㈱と一体となって、ユーザーや消費者のニーズにお応えできる「総合甘味サプライヤー」として基盤強

化を進めてまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、総額821百万円の設備投資(無形固定資産の取得を含む)を実施いたしました。 
  

事業の種類別セグメントの設備投資は次のとおりであります。 

砂糖その他食品事業においては、製品倉庫の経常的設備更新等に9百万円の投資を実施いたしました。 

健康産業事業においては、ドゥ・スポーツプラザ豊洲の新設等に637百万円の投資を実施いたしまし

た。 

不動産その他事業においては、冷蔵倉庫の冷凍機およびフォークリフトの更新等に159百万円の投資を

実施いたしました。 

全社(共通)においては、商標権の更新等に15百万円の投資を実施いたしました。 
  

また、当連結会計年度において、次の主要な設備を売却しました。その内容は以下のとおりです。 
  

  
 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(注) １ 帳簿価額の内「その他」は、工具器具及び備品ならびに無形固定資産であります。 

  なお、金額には建設仮勘定および消費税等は含まれておりません。 

２ 一部を除き連結子会社への賃貸設備であります。 

３ 建物を賃借しております。当期賃借料は103百万円であります。 

４ 建物を賃借しております。賃借料は年間72百万円であります。 

５ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容 売却時期 帳簿価額（百万円）

ドゥ・スポーツプラザ晴海 
(東京都江東区)

健康産業事業 スポーツ施設 平成18年10月 3,664

豊洲倉庫 
(東京都江東区)

不動産その他事業 倉庫 平成19年３月 1,285

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計

千葉工場 
(千葉市美浜区)  (注)２

砂糖その他 
食品事業

物流センター
ガムシロップ工場 
砂糖包装加工工場 
研究開発棟

1,379 270
3,525
(31)

33 5,208
21

(─)

ドゥ・スポーツプラザ豊洲 
(東京都江東区)  (注)３

健康産業事業 スポーツ施設 518 62
─

(─)
33 614

18
(8)

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計

ニューポート産業㈱
千葉事業所 
(千葉市美浜区)

不動産その他 
事業

冷蔵倉庫 973 214
915
(32)

25 2,127
32
(5)

日新余暇開発㈱ 
(注)４

ドゥ・スポーツ 
プラザ高崎 
(群馬県高崎市)

健康産業事業
スポーツ
施設

382 6
─

(─)
7 396

9
(14)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 借入金は提出会社からの借入によります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の
内容

投資予定額(百万円)
資金調達 

方法
着手年月

完了予定 

年月
備考

総額 既支払額

ニューポート産業㈱
千葉事業所 
(千葉市美浜区)

不動産その他 
事業

普通倉庫 460 ─
借入金
(注)２

平成19年 

３月

平成19年 

９月

既設簡易 

倉庫の更新



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 旧商法第212条の規定に基づく、自己株式の消却による減少であります。 

２ 旧商法第289条第2項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 50,387,948 50,387,948
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 50,387,948 50,387,948 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成17年３月30日 
(注)１

△1,000,000 59,046,237 ― 7,004 ― 9,343

平成17年８月１日 
(注)２

― 59,046,237 ― 7,004 △7,592 1,751

平成17年８月８日 
(注)１

△8,658,289 50,387,948 ― 7,004 ― 1,751



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)  自己株式が「個人その他」に26単元および「単元未満株式の状況」に745株含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １．前事業年度末現在主要株主であったモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・ 

    リミテッドは、当事業年度末では主要株主でなくなりました。 

２．当社は住友商事株式会社の持分法適用会社であります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 17 26 175 35 ― 4,035 4,288 ―

所有株式数 
(単元)

― 10,688 1,831 18,647 3,928 ― 15,001 50,095 292,948

所有株式数 
の割合(％)

― 21.33 3.66 37.23 7.84 ― 29.94 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 9,782 19.41

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,503 4.97

株式会社  
みずほコーポレート銀行

東京都千代田区丸の内１－３－３ 2,008 3.99

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 2,000 3.97

ブルドックソース株式会社 東京都中央区日本橋兜町11－５ 1,332 2.64

株式会社東永 東京都中央区日本橋蛎殻町１－11－１ 1,331 2.64

日新製糖共栄会
東京都中央区日本橋小網町14－１
日新製糖内

1,287 2.56

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタン 
 レー証券株式会社）

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
 
(東京都渋谷区恵比寿４－20－３) 
 

1,255 2.49

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 1,145 2.27

そしあす証券株式会社 東京都中央区日本橋室町３－２－15 1,021 2.03

計 ― 23,666 46.97



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式745株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 26,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 50,069,000 50,069 ―

単元未満株式 普通株式 292,948 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 50,387,948 ― ―

総株主の議決権 ― 50,069 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日新製糖株式会社

東京都中央区日本橋小網町
14－１

26,000 ― 26,000 0.05

計 ― 26,000 ― 26,000 0.05



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

会社法第155条第７号による取得 

 
（注） 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 15,429 4,882

当期間における取得自己株式 365 109

区分
当事業年度 当期間

株式数 (株) 処分価額の総額 (千円) 株式数 (株) 処分価額の総額 (千円)

引き受ける者の募集を行つ
た取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行つた取得自
己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割
に係る移転を行つた取得自
己株式

― ― ― ―

その他（ ― ） ― ― ― ―

保有自己株式数 26,745 ― 27,110 ―



３ 【配当政策】 

当社は、当期の利益、経営環境への対応および企業体質強化のための内部留保との調和を図りつつ配当

を行うことを基本方針としております。これにより、当社では、安定配当を確保できる経営基盤づくりを

行ってまいります。 

 当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は、株主総

会であります。なお、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。 

 当期の配当金につきましては、継続的な安定配当の基本方針に従い、前期と同様に１株につき６円とし

ております。 

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成19年6月28日 
定時株主総会決議

302 6

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 183 225 313 509 425

低(円) 130 148 182 228 265

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 300 301 308 330 370 358

低(円) 266 265 283 296 316 308



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

竹 場 紀 生 昭和13年10月５日生

昭和37年３月 当社入社

(注)４ 52

  59年11月 当社加工食品部長

  62年６月 当社取締役

平成５年６月 当社常務取締役

  11年６月 当社取締役社長

  12年11月 東日本製糖株式会社(現、新東日

本製糖株式会社)取締役(現任)

  19年６月 当社取締役会長(現任)

代表取締役 
社長

石 本 恒 久 昭和20年９月２日生

昭和44年４月 当社入社

(注)４ 21

平成２年８月 当社ダビジェル食品部長

  ７年６月 当社取締役

  15年６月 当社常務取締役

  17年６月 当社財務部長

  19年６月 新東日本製糖株式会社取締役(現

任)

   〃 ６月 当社取締役社長(現任)

専務取締役 桃 谷 光 一 昭和18年１月23日生

昭和47年１月 当社入社

(注)４   25

  60年11月 当社余暇開発本部ドゥ・スポーツ

プラザクラブ事業部長

平成５年６月 当社取締役

  15年６月 当社常務取締役

  19年６月 当社専務取締役(現任)

専務取締役 住 井 昌 三 昭和23年８月30日生

平成12年５月 当社入社、総合企画部長

(注)４ 16
   〃 ６月 当社取締役

  17年６月 当社常務取締役

  19年６月 当社専務取締役(現任)

常務取締役 原糖部長 三 浦 紀 之 昭和21年８月22日生

昭和52年４月 当社入社

(注)４ 40
平成９年６月 当社原糖部長(現任)

  13年６月 当社取締役

  19年６月 当社常務取締役(現任)

取締役 総務部長 青 砥 由 直 昭和25年９月15日生

昭和50年４月 当社入社

(注)４ 15平成12年11月 当社総務部長(現任)

  15年６月 当社取締役(現任)

取締役 財務部長 川 口 多津雄 昭和28年12月15日生

昭和51年４月 当社入社

(注)４ 9
平成14年７月 当社財務部長

  15年６月 当社取締役(現任)

  19年６月 当社財務部長(現任)

取締役
余暇開発 

本部長
佃   有 展 昭和24年７月25日生

昭和48年５月 当社入社

(注)４ ―

平成２年４月 当社余暇開発本部ドゥ・スポーツ

プラザ晴海支配人

   14年３月 当社余暇開発本部長(現任)

    ６月 日新余暇開発株式会社取締役社長

(現任)

株式会社エヌアイフィットネス取

締役社長(現任)

   19年６月 当社取締役(現任)



 
(注)１．監査役清水紀彦および佐長功は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

３．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間  

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 田 畑 衆 治 昭和23年６月20日生

昭和47年４月 当社入社

(注)４ 10

平成11年６月 日新カップ株式会社取締役

  13年６月 同社常務取締役

  16年６月 同社専務取締役

    19年６月 同社取締役社長(現任)

当社取締役(現任)

常勤監査役 藤 井 邦 弘 昭和20年４月７日生

昭和63年４月 当社入社

(注)３ 13平成３年７月 当社経理部会計担当課長

   14年６月 当社常勤監査役(現任)

常勤監査役 側 瀬 正 幸 昭和22年12月23日生

昭和43年11月 当社入社

(注)５ 7平成12年４月 当社監査役室長

    19年６月 同社常勤監査役(現任)

監査役 清 水 紀 彦 昭和15年４月１日生

昭和45年12月 ボストンコンサルティンググルー

プ，インク(米国)取締役副社長

(注)５ 48
平成６年６月 当社監査役(現任)

  12年10月 一橋大学教授(大学院国際企業戦

略研究科)

  15年４月 同大学客員教授(現任)

監査役 佐 長   功 昭和36年８月11日生

平成元年４月 高裁判所司法研修所終了

(注)２ ―弁護士登録(第一東京弁護士会)

  13年６月 当社監査役(現任)

計 256



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

コーポレート・ガバナンスの一層の強化が求められるなか、当社は、社会から信頼される透明性の高

い健全な経営を維持することを基本として、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築、維持

することを重点施策としております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織 

［取締役・取締役会］ 

当社の取締役会は、平成19年3月31日現在８名（平成19年6月28日現在９名）で構成し、会社法等

で定められた事項および経営に関する重要事項について審議するため、年４回定時に開催するほ

か、必要に応じて適宜開催しております。 

［監査役・監査役会］ 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、平成19年3月31日現在常勤監査役１名（平成

19年6月28日現在２名）、社外監査役２名の合計３名（平成19年6月28日現在合計４名）で構成して

おります。監査役は、取締役会および経営会議に出席するほか、業務や財産状況の調査をはじめ、

取締役の職務執行を監査しております。 

 当社は、監査役による監査が円滑に行われるよう監査役室を設け、専従スタッフ１名を置き、社

外監査役に対して逐次情報伝達を行うほか取締役会の開催に際し、事前説明を実施するなど行って

おります。 

［経営会議］ 

  当社は、経営戦略決定および経営監督機能を中心とする取締役会とは別に、業務執行の迅速化と

効率化を図ることを目的として、経営会議を原則週１回開催し、重要な業務執行への対応を行って

おります。 

② 内部統制システムの整備状況 

当社は、コンプライアンスの確保、財務報告の信頼性の確保、業務の効率化等、業務の適正を確

保するため、以下のとおり、内部統制システムを整備しております。 

［コンプライアンス体制］ 

コンプライアンスの重要性が高まるなか、コンプライアンスを経営の重要課題と位置付け、当社

グループ全体がより高い倫理観に基づく事業活動を行うようにするため、「行動規範・行動指針」

ならびに「法令遵守規程」を定め、社長を委員長とする法令遵守委員会を中心にコンプライアンス

意識の向上を図っております。 

 また、「内部通報取扱規程」を定め、同規程に基づき、法令違反その他コンプライアンスに反す

る行為に対する内部通報体制を整備しております。 

［リスク管理体制］ 

企業経営を取り巻く様々なリスクに対応するため、「リスク管理規程」を定め、全社横断的なリ

スク管理のためのリスク管理委員会を設置し、個々のリスクについての管理担当部を定め、同規程

に則ったリスク管理体制を整備しております。 

 また、不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする危機緊急対策本部を設置し、迅速な

対応を行い、損害の拡大を防止しこれを 小限に止めるとともに再発防止策を講じることとしてお

ります。 



［内部監査体制］ 

内部統制の有効性と妥当性を確保するため、「内部監査規程」を定め、同規程に基づき内部監査

委員会を設置し、内部監査を実施しております。 

［情報管理体制］ 

取締役の職務執行に係る文書その他の情報については、「文書取扱規程」を定め、同規程に基づ

き適切かつ確実に保存・管理し、取締役および監査役が必要に応じて閲覧できる体制を整備してお

ります。 

 特に、当社は、「個人情報の保護に関する法律」における個人情報取扱事業者に該当することか

ら、個人情報の重要性を認識し、個人情報保護法をはじめとする個人情報保護に関する法律等を遵

守するとともに、「個人情報保護方針」を制定し、これに基づいて個人情報の適切な管理・保護に

努めております。また、その実行のために、「個人情報保護規程」を定め、全従業員に対し、個人

情報保護の重要性とその取扱方法を周知徹底させ、個人情報の適正で適切な安全管理措置を徹底し

ております。 

［子会社における業務の適正を確保する体制］ 

子会社における内部統制システムは、原則として当社の内部統制システムに準拠させ、加えて、

当社役員および従業員を子会社役員として派遣し、内部統制システムをチェックすることにより、

業務の適正を確保しております。 

③ 業務執行、監視、内部統制の仕組みの模式図 

  
 

  

④ 監査役と内部監査部門および会計監査人の連携状況 

監査役と会計監査人は、監査計画(年次)および会計監査結果報告(中間・期末決算毎)などの会議

を定例的に開催するほか、必要に応じて情報交換を行っております。 

 また、内部監査委員会には監査役専従スタッフが出席し、監査役会が常時内部監査の状況を把握

しているほか、内部監査委員会から監査役に対し、必要に応じ内部監査結果報告を行っておりま

す。 

  



⑤ 会計監査の状況 

当社は新日本監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名等は以下のとおりで

す。 
  

 
(注) １ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。  

２ 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定 

  期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。 

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補等７名であります。 

  

⑥ 弁護士その他第三者の状況 

当社は、経営および日常の業務に関して、必要に応じて阿部・井窪・片山法律事務所ほかの外部

の法律事務所による専門的見地からのアドバイスを受けております。 

  

(3) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役２名は、いずれも外部の有識経験者で、当社との間には、取引等の利害関係はありませ

ん。 

  

(4) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの 近１年間における実施状況 

平成18年4月1日から平成19年3月31日の一年間において、取締役会を10回、経営会議を47回開催

し、適時重要な業務執行に対応いたしました。 

 コンプライアンス意識の向上を図るため、新入社員に対するコンプライアンス研修を実施したほ

か、法令遵守委員会を中心に社内啓蒙活動を実施いたしました。また、平成19年9月施行予定の「金

融商品取引法」のうち、平成20年4月1日以降適用される「財務報告に係る内部統制の評価と監査」に

対応するため、内部監査委員会を中心に、業務の見直しを含む財務報告に係る内部統制の整備および

評価作業を開始いたしました。 

  

(5) 役員報酬および監査報酬等 

① 役員報酬の内容 

   
② 監査報酬の内容 

  当社が新日本監査法人と締結した監査契約に基づく監査報酬は以下のとおりであります。 

 
 なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定社員 業務執行社員 斉藤 一昭 新日本監査法人

指定社員 業務執行社員 今井 靖容 新日本監査法人

指定社員 業務執行社員 田中 宏和 新日本監査法人

取締役に支払った報酬 141百万円

監査役に支払った報酬 22百万円

     計 163百万円

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条 

第１項に規定する業務に基づく報酬
 20百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)および前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18

年４月１日から平成19年３月31日まで)および当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)

の連結財務諸表および財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

     (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,185 4,412

 ２ 受取手形及び売掛金 ※９ 4,562 5,428

 ３ たな卸資産 4,245 3,834

 ４ 繰延税金資産 530 603

 ５ その他 573 423

   貸倒引当金 △3 △0

   流動資産合計 12,093 28.7 14,702 37.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物及び構築物 11,353 9,094

    減価償却累計額 7,738 3,614 5,604 3,490

  (2) 機械装置及び運搬具 1,980 1,935

    減価償却累計額 1,404 575 1,304 631

  (3) 土地 ※３ 10,795 6,070

  (4) その他 969 727

    減価償却累計額 771 197 583 143

   有形固定資産計 15,183 36.0 10,336 26.5

 ２ 無形固定資産 114 0.2 91 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券
※１ 
※４ 
※５

12,607 11,802

  (2) 繰延税金資産 932 791

  (3) その他 1,382 1,428

    貸倒引当金 △120 △120

   投資その他の資産計 14,801 35.1 13,901 35.6

   固定資産合計 30,100 71.3 24,328 62.3

  資産合計 42,193 100.0 39,031 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

     (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※９ 3,929 2,939

 ２ 短期借入金 ※２ 2,700 200

 ３ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 1,040 ―

 ４ 未払法人税等 31 145

 ５ 未払消費税等 112 116

 ６ 賞与引当金 336 342

 ７ 役員賞与引当金 ― 24

 ８ その他 ※２ 2,259 1,838

   流動負債合計 10,411 24.7 5,607 14.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 5,595 3,155

 ２ 繰延税金負債 182 169

 ３ 退職給付引当金 504 319

 ４ 役員退職慰労引当金 273 316

 ５ 再評価に係る 
   繰延税金負債

1,092 1,433

 ６ その他 1,643 1,413

   固定負債合計 9,291 22.0 6,807 17.4

  負債合計 19,702 46.7 12,414 31.8

    (少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

     (資本の部)

Ⅰ 資本金 ※７ 7,004 16.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 7,718 18.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 8,964 21.2 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ △2,100 △5.0 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 907 2.2 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※７ △4 △0.0 ― ―

  資本合計 22,490 53.3 ― ―

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

42,193 100.0 ― ―



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

    (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 7,004 17.9

 ２ 資本剰余金 ― ― 7,718 19.8

 ３ 利益剰余金 ― ― 9,475 24.3

 ４ 自己株式 ― ― △9 △0.0

   株主資本合計 ― ― 24,189 62.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 783 2.0

 ２ 土地再評価差額金 ※３ ― ― 1,643 4.2

   評価・換算差額等合計 ― ― 2,427 6.2

   純資産合計 ― ― 26,616 68.2

   負債純資産合計 ― ― 39,031 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 43,680 100.0 44,769 100.0

Ⅱ 売上原価 35,749 81.8 36,290 81.1

   売上総利益 7,931 18.2 8,478 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

6,774 15.5 6,541 14.6

   営業利益 1,156 2.6 1,936 4.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 4

 ２ 受取配当金 48 61

 ３ 持分法による投資利益 15 4

 ４ 雑益 39 106 0.2 62 132 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 138 97

 ２ たな卸資産評価損 23 ―

 ３ 雑損 46 207 0.5 68 165 0.3

   経常利益 1,054 2.4 1,904 4.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ ― 1,171

 ２ ドゥ・スポーツプラザ 
      晴海施設譲渡益

※４ ― 2,545

 ３ 会社清算に伴う 
   残余財産分配差益

5 ―

 ４ その他特別利益 ― 5 0.0 136 3,852 8.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※５ 296 186

 ２ 固定資産除却損 ※６ 33 155

 ３ 減損損失 ※７ 5,545 ―

 ４ 関係会社株式評価損 ― 181

 ５ 関係会社投資損失引当金 
   繰入額

161 ―

 ６ ゴルフ会員権評価損 ※８ 33 ―

 ７ 出資金評価損 17 ―

 ８ 特別退職金 67 ―

 ９ 環境対策費用 36 ―

 10 その他特別損失 ― 6,190 14.2 36 559 1.3

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前 
   当期純損失（△）

△5,129 △11.7 5,197 11.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

44 131

   法人税等調整額 △1,933 △1,889 △4.3 483 615 1.4

   当期純利益 
   又は当期純損失（△）

△3,240 △7.4 4,581 10.2



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
 (自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,343

Ⅱ 資本剰余金減少高

 １ 自己株式消却額 1,624

Ⅲ 資本剰余金期末残高 7,718

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,429

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 土地再評価差額金取崩額 2,100

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 302

 ２ 取締役賞与金 22

 ３ 当期純損失 3,240 3,565

Ⅳ 利益剰余金期末残高 8,964



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,004 7,718 8,964 △4 23,683

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ ─ △302 ─ △302

 役員賞与（注） ─ ─ △24 ─ △24

 当期純利益 ─ ─ 4,581 ─ 4,581

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △4 △4

 土地再評価差額金の取崩 ─ ─ △3,744 ─ △3,744

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 510 △4 505

平成19年３月31日残高(百万円) 7,004 7,718 9,475 △9 24,189

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 907 △2,100 △1,193 22,490

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ ─ ─ △302

 役員賞与（注） ─ ─ ─ △24

 当期純利益 ─ ─ ─ 4,581

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △4

 土地再評価差額金の取崩 ─ ─ ─ △3,744

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△124 3,744 3,620 3,620

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△124 3,744 3,620 4,126

平成19年３月31日残高(百万円) 783 1,643 2,427 26,616



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益又は
   税金等調整前当期純損失（△）

△5,129 5,197

   減価償却費 496 443

   減損損失 5,545 ―

   貸倒引当金の減少額 △16 △3

   賞与引当金の増加額 1 6

   役員賞与引当金の増加額 ― 24

   退職給付引当金の増加額(△減少額) 144 △119

   役員退職慰労引当金の増加額(△減少額) △25 42

   受取利息及び受取配当金 △51 △66

   持分法による投資利益 △15 △4

   支払利息 138 97

   固定資産売却益 ― △1,171

   ドゥ・スポーツプラザ晴海施設譲渡益 ― △2,545

   会社清算に伴う残余財産分配差益 △5 ―

   固定資産除売却損 329 342

   関係会社株式評価損 ― 181

   関係会社投資損失引当金繰入額 161 ―

   ゴルフ会員権評価損 33 ―

   出資金評価損 17 ―

   売上債権の減少額(△増加額) 166 △866

   たな卸資産の減少額(△増加額) △743 403

   仕入債務の増加額(△減少額) 412 △990

   その他流動資産の減少額(△増加額) 72 △118

   その他流動負債の増加額 129 18

   その他固定負債の減少額 △234 △227

   役員賞与の支払額 △22 △24

   その他 12 △0

    (小計) 1,418 618

   利息及び配当金の受取額 82 94

   利息の支払額 △128 △81

   法人税等の還付額又は支払額(△) △509 86

   特別退職金の支払額 ― △94

   固定資産撤去費用支払額 ― △37

   営業活動によるキャッシュ・フロー 862 586



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △150 △674

   有形固定資産の売却による収入 266 8,016

   無形固定資産の取得による支出 △15 △19

   投資有価証券の取得による支出 △20 △200

   投資有価証券の売却による収入 ― 606

   ゴルフ会員権の取得による支出 ― △52

   ゴルフ会員権の売却による収入 ― 57

   差入保証金の差入による支出 △297 ―

   土地等譲渡契約に伴う手付金収入 621 ―

   その他 8 △24

   投資活動によるキャッシュ・フロー 412 7,708

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の借入による収入 100 ―

   短期借入金の返済による支出 △100 △2,500

   長期借入金の返済による支出 △1,040 △3,240

   長期未払金の支払による支出 △17 △21

   自己株式の取得による支出 △5 △4

   配当金の支払額 △302 △302

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,365 △6,068

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △90 2,226

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,275 2,185

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,185 4,412



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数   ６社

  主要な連結子会社名

   「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載

しているため省略しております。

 (1) 連結子会社の数  ６社

  主要な連結子会社名

   前連結会計年度に同じであります。

 (2) 主要な非連結子会社の名称

   ㈱小板橋

   (連結の範囲から除いた理由)

    非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

 (2) 主要な非連結子会社の名称

   前連結会計年度に同じであります。

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した非連結子会社数   １社 

  会社等の名称 

   日新スイートナー㈱

 (1) 持分法を適用した非連結子会社数   １社 

  会社等の名称 

   前連結会計年度に同じであります。

 (2) 持分法を適用した関連会社数  ３社

  主要な会社等の名称

   新東日本製糖㈱

   日本ポート産業㈱

 (2) 持分法を適用した関連会社数  ３社

  主要な会社等の名称

   前連結会計年度に同じであります。

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

のうち主要な会社等の名称

   ㈱小板橋

   (持分法を適用しない理由)

    持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合

う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等か

らみて、持分法の対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

 (3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社

のうち主要な会社等の名称

   前連結会計年度に同じであります。

 (4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

   持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につ

いては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。

 (4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項

   前連結会計年度に同じであります。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  前連結会計年度に同じであります。

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法

  イ 有価証券

   ａ 満期保有目的の債券

      償却原価法

   ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定)

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

  イ 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      前連結会計年度に同じであります。 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定)

     時価のないもの 

      主として移動平均法による原価法 

  ロ デリバティブ取引 

    時価法 

  ハ たな卸資産 

    主として総平均法による原価法

     時価のないもの 

      前連結会計年度に同じであります。 

  ロ デリバティブ取引 

    前連結会計年度に同じであります。 

  ハ たな卸資産 

    前連結会計年度に同じであります。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  イ 有形固定資産

    当社および連結子会社６社のうち３社は定率法

によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備は除く)につ

いては、定額法によっております。その他の連

結子会社３社は定額法によっております。

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

     建物及び構築物         ３～50年

     機械装置及び運搬具       ２～17年

  イ 有形固定資産

    前連結会計年度に同じであります。

    

    

     

  ロ 無形固定資産

    定額法によっております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

  ロ 無形固定資産 

    前連結会計年度に同じであります。

 (3) 重要な引当金の計上基準  (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

  イ 貸倒引当金 

    前連結会計年度に同じであります。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ロ 投資損失引当金

関係会社への投資等に対する損失に備えるた

め、その財政状態等を勘案して計上しておりま

す。

  ロ       ──────

 

 

 

  ハ 賞与引当金

    従業員等に対する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

  ニ       ──────

  ハ 賞与引当金

    前連結会計年度に同じであります。 

 

  ニ 役員賞与引当金

     役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度

における支給見込額の当連結会計年度負担額を

計上しております。

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益および税金等調

整前当期純利益が、それぞれ24百万円減少して

おります。

  ホ 退職給付引当金

    従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。なお、会計

基準変更時差異(467百万円(退職給付制度一部

終了分控除後))については、10年による按分額

を費用処理しております。数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法により、翌

連結会計年度から費用処理することとしており

ます。

  ホ 退職給付引当金

    前連結会計年度に同じであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  へ 役員退職慰労引当金

    当社および連結子会社３社では、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、規定に基づく期末要

支給額を計上しております。

  ヘ 役員退職慰労引当金

    前連結会計年度に同じであります。

 (4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換

算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

 (4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換

算の基準

   前連結会計年度に同じであります。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   前連結会計年度に同じであります。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  イ ヘッジ会計の方法

    主として繰延ヘッジ処理によっております。た

だし、為替予約等が付されている外貨建金銭債

権債務等については、振当処理を行っておりま

す。また、特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  イ ヘッジ会計の方法 

    前連結会計年度に同じであります。

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

商品先物取引 粗糖仕入

為替予約取引
外貨建金銭債権 
債務

金利スワップ取引 借入金

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

    前連結会計年度に同じであります。



 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ハ ヘッジ方針

主として当社の業務分掌規程に基づき、粗糖相

場の変動および為替相場の変動並びに市場金利

の変動によるリスクをヘッジしております。な

お、粗糖相場の変動リスクに対するヘッジ取引

については、当社取締役会規程の内規におい

て、取引権限の限度等を定めております。

  ハ ヘッジ方針 

    前連結会計年度に同じであります。

  ニ ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較し、比率分析を行うことに

より判定しております。また、実需予測に対す

るヘッジについては、予測と実績に大きな乖離

がないことを事後的に確認しております。

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

    前連結会計年度に同じであります。

 (7) 消費税等の会計処理方法

   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (7) 消費税等の会計処理方法 

   前連結会計年度に同じであります。

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

  前連結会計年度に同じであります。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  原則５年均等償却であります。

６       ────── 

      

   

７       ────── ７ のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

  原則５年均等償却であります。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  利益処分又は損失処理の取扱方法

   連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいております。

８       ────── 

      

   

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払い預金および取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなっております。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  前連結会計年度に同じであります。



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

  

表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。  

これにより税金等調整前当期純損失が5,545百万円増

加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

  
          ──────

          ────── 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第5号）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計

基準適用指針第8号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

26,616百万円であります。  

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度までは独立科目で掲記しておりました

建設仮勘定(当連結会計年度末13百万円)は、金額が僅

少のため、有形固定資産の「その他」に含めて表示す

ることに変更いたしました。

(連結貸借対照表) 

前連結会計年度までは独立科目で掲記しておりました

1年以内返済予定の長期借入金(当連結会計年度末240

百万円)は、負債及び純資産の合計額の5/100以下とな

ったため、流動負債の「その他」に含めて表示するこ

とに変更いたしました。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 非連結子会社および関連会社項目

   非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 9,395百万円
 

※１ 非連結子会社および関連会社項目

   非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

投資有価証券(株式) 8,756百万円

(うち、共同支配企業に対する投資の金額
 7,999百万円)

 

※２ 担保資産および担保付債務

  (1) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

  建物及び構築物 1,456百万円

  土地 6,919

  計 8,375

   上記に対応する債務

  短期借入金 1,000百万円

  １年以内返済予定の 
  長期借入金

900

  長期借入金 2,675

  計 4,575

 

 

※２ 担保資産および担保付債務

  (1) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

建物及び構築物 248百万円

土地 698

計 946

   上記に対応する債務

流動負債その他 100百万円

長期借入金 375

計 475

 

  (2) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

   工場財団

  建物及び構築物 778百万円

  機械装置及び運搬具 64

  土地 196

  計 1,038

   上記に対応する債務

  １年以内返済予定の 
  長期借入金

40百万円

  長期借入金 120

  計 160

 

 

  (2) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

   工場財団

建物及び構築物 711百万円

機械装置及び運搬具 55

土地 196

計 963

   上記に対応する債務

流動負債その他 40百万円

長期借入金 80

計 120

 

※３ 土地再評価

   当社では、土地の再評価に関する法律に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金

を資本の部に計上しております。

   再評価の方法

     土地の再評価に関する法律施行令第２条第４

号に定める方法により算出

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

※３ 土地再評価

   当社では、土地の再評価に関する法律に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金

を純資産の部に計上しております。

   再評価の方法

     土地の再評価に関する法律施行令第２条第４

号に定める方法により算出

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△2,704百万円

※４ 差入有価証券

   投資有価証券のうち営業保証金に10百万円、商品

市場取引委託証拠金に278百万円を差入れており

ます。

※４ 差入有価証券

   投資有価証券のうち営業保証金に10百万円、商品

市場取引委託証拠金に305百万円を差入れており

ます。

※５ 投資損失引当金

   投資有価証券は、投資損失引当金382百万円を控

除して表示しております。

※５       ──────

  



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 ６ 偶発債務

   連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

新東日本製糖㈱ (注) 1,922百万円

㈱エヌアイフィットネス 25

従業員住宅融資等 3

計 1,951

   (注)総額3,845百万円のうち、当社保証額であり
     ます。

 

 ６ 偶発債務

   連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

新東日本製糖㈱ (注) 1,999百万円

㈱エヌアイフィットネス 18

従業員住宅融資等 2

計 2,019

 (注)総額3,999百万円のうち、当社保証額であり 
     ます。

 

※７ 自己株式の保有数

   連結会社および持分法を適用した非連結子会社並

びに関連会社が保有する当社の株式の数は、以下

のとおりであります。

普通株式 11,316株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

50,387,948株であります。

※７       ──────

 ８ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

三井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行と

コミットメントライン契約を締結しております。

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ─

   差 引 額 2,000

 ８ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

三井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行と

コミットメントライン契約を締結しております。

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ─

  差 引 額 2,000

※９       ──────

  

※９ 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。

 受取手形 23百万円

 支払手形 9百万円



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

製品保管料および製品運賃 1,781百万円

従業員給料 1,195

賞与引当金繰入額 265

退職給付費用 373

役員退職慰労引当金繰入額 46

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

製品保管料および製品運賃 1,773百万円

従業員給料 1,173

賞与引当金繰入額 264

退職給付費用 250

役員退職慰労引当金繰入額 43

役員賞与引当金繰入額  24

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費   60百万円 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費    55百万円

※３       ─────── 

 

※３ 固定資産売却益の内訳

土地・建物ほか 1,137百万円

ゴルフ会員権 32

その他 1

計 1,171

※４       ─────── ※４ 土地売却益2,910百万円と建物売却損365百万円を

相殺して表示しております。

※５ 固定資産売却損の内訳

土地ほか 296百万円

※５ 固定資産売却損の内訳

土地ほか 186百万円

 

※６ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 30百万円

機械装置及び運搬具 1

その他 1

計 33
 

※６ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 49百万円

機械装置及び運搬具 51

その他 54

計 155

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおりま
す。

 

※７ 減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

静岡県 
富士宮市他

遊休資産 土地等 2,700

千葉県千葉市
野積倉庫 
用地等

土地等 1,693

千葉県千葉市
食品製造 
設備等

機械装置 
等

752

東京都新宿区
スポーツ 
施設

建物及び 
構築物等

398

合計 ── ── 5,545

当社は、減損会計の適用にあたって、事業の種類

別セグメントを基準に資産のグルーピングを行っ

ております。ただし、賃貸資産、スポーツ施設店

舗および遊休資産など、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出すと認められるものについて

は、個別のグルーピングを行っております。

野積倉庫用地等については市場価格が著しく下落

したため、遊休資産については今後の使用見込み

がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し

ております。なお、回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、主として不動産鑑定評価額

により評価しております。

※７       ───────



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

食品製造設備等およびスポーツ施設については営

業損益が継続してマイナスであるため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、その時価を機械装置については取得価額

の５％、それ以外のものについては0円として評

価しております。

   

※８ ゴルフ会員権評価損の内訳

ゴルフ会員権評価損には、減損処理額8百万円、

貸倒引当金繰入額25百万円を含めて表示してお 

ります。

※８       ───────

   



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   15,429株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  
  
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 50,387,948 ― ― 50,387,948

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 11,316 15,429 ― 26,745

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 302 6 平成18年3月31日 平成18年6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 302 6 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,185百万円

現金及び現金同等物 2,185

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,412百万円

現金及び現金同等物 4,412

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当
額

機械装置 
及び 
運搬具

有形固定 
資産 

(その他)

無形固
定資産

合計

取得価額 
相当額 
(百万円)

1,338 188 21 1,548

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

756 82 15 853

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

381 － － 381

期末残高 
相当額 
(百万円)

201 106 6 313

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当
額

機械装置
及び 
運搬具

有形固定
資産 

(その他)

無形固
定資産

合計

取得価額
相当額 
(百万円)

1,217 222 3 1,443

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

826 92 0 919

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

270 － － 270

期末残高
相当額 
(百万円)

120 130 2 253

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、「支払利子込み法」により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額およびリース資産
減損勘定期末残高 
未経過リース料期末残高相当額
１年内 234百万円
１年超 460

合計 694

リース資産減損勘定期末残高 381百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定
しております。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額およびリース資産
減損勘定期末残高 
未経過リース料期末残高相当額
１年内 211百万円
１年超 313

合計 524

リース資産減損勘定期末残高 270百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定
しております。

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額および減損損失
支払リース料 257百万円

リース資産減損勘定の取崩額 110

減価償却費相当額 146

減損損失 492

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額
支払リース料 241百万円

リース資産減損勘定の取崩額 110

減価償却費相当額 130

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
     前連結会計年度に同じであります。

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年内 1百万円
１年超 1

合計 3

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料

１年内 3百万円
１年超   1

合計 5



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

種類

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結貸借対
照表計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1) 株式 790 2,296 1,505 948 2,258 1,310

(2) 債券

   国債・地方債 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 124 153 28 10 16 6

小計 914 2,449 1,534 958 2,275 1,316

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1) 株式 37 28 △8 78 73 △4

(2) 債券

   国債・地方債 10 10 △0 10 10 △0

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 48 39 △8 89 84 △4

合計 963 2,489 1,525 1,048 2,359 1,311

区分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額(百万円) 0 129

売却益の合計額(百万円) 0 27

売却損の合計額(百万円) ― ―



次へ 

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

  

 
  

(注) 前連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について0百万円減損処理を行っております。ま

た、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について0百万円減損処理を行っております。

なお、その他有価証券で時価のある株式の減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以

上下落した場合には全て減損処理の対象とし、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能

性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

  

  

種類

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

  千葉県公債 3 3

(2) その他有価証券

  非上場株式 554 568

合計 557 571

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 国債・地方債 0 13 1 ―

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 国債・地方債 0 13 0 ―



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

① 取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、商品市場での粗

糖の先物取引および粗糖の輸入に伴う先物為替予約取

引、並びに金利スワップ取引であります。

① 取引の内容

  前連結会計年度に同じであります。

② 取引に対する取組方針

  主として、リスクヘッジを目的としたデリバティブ

取引を行うこととしておりますが、粗糖のデリバティ

ブ取引は粗糖相場が著しく上昇または下落する傾向に

ある場合には、反対売買を行って決済することもあり

得ます。

② 取引に対する取組方針 

  前連結会計年度に同じであります。

③ 取引の利用目的

  仕入部門で粗糖の将来の価格変動のリスクに備える

ため、粗糖の先物取引を行っております。また、粗糖

輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するた

めに通貨の先物為替予約取引を行っております。

  さらに、財務部門で変動金利支払の借入金につい

て、将来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っております。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

③ 取引の利用目的

  前連結会計年度に同じであります。

 イ ヘッジ会計の方法

   主として繰延ヘッジ処理によっております。ただ

し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務

等については、振当処理を行っております。また、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、

特例処理を採用しております。

 イ ヘッジ会計の方法 

   前連結会計年度に同じであります。

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

商品先物取引 粗糖仕入

為替予約取引
外貨建金銭 
債権債務

金利スワップ取引 借入金

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   前連結会計年度に同じであります。

 ハ ヘッジ方針

   主として当社の業務分掌規程に基づき、粗糖相場

の変動および為替相場の変動並びに市場金利の変動

によるリスクをヘッジしております。

 ハ ヘッジ方針 

   前連結会計年度に同じであります。

 ニ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、比率分析を行うことにより判

定しております。また、実需予測に対するヘッジに

ついては、予測と実績に大きな乖離がないことを事

後的に確認しております。

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

   前連結会計年度に同じであります。



 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、商品先物取引、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ

会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、商品先物取引、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ

会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ 取引に係るリスクの内容

  商品関連における先物取引は市場の価格変動のリス

クを有しております。

  通貨関連における先物為替予約取引は為替相場の変

動によるリスクを有しております。

  金利関連における金利スワップ取引は市場金利の変

動によるリスクを有しております。

  デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い

国内の商社または銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断

しております。

④ 取引に係るリスクの内容

  前連結会計年度に同じであります。

⑤ 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引は、社内ルールに則り執行管理し

ております。

  具体的には、商品関連のデリバティブ取引について

は主として当社の原糖部で行っており、取締役会規程

の内規において、取引権限の限度等が明示されており

ます。通貨関連、金利関連のデリバティブ取引につい

ては主として当社の財務部で行っております。

  全てのデリバティブ取引の状況報告については経営

会議にて定期的に行っております。

⑤ 取引に係るリスク管理体制

  前連結会計年度に同じであります。 

 

  

 

 

 

 

   

 



次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社および連結子会社２社については、全従業員に

ついて適格退職年金制度を100％採用しております。

連結子会社４社については、退職金規程に基づく退職

一時金制度を採用しており、うち１社については一部

中小企業退職金共済制度を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  前連結会計年度に同じであります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(平成18年３月31日)

イ 退職給付債務 △3,175百万円

ロ 年金資産 2,013

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,161

ニ 
 

会計基準変更時差異の 
未処理額 185

ホ 
 

未認識数理計算上の差異の 
未処理額 471

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △504

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(平成19年３月31日)

イ 退職給付債務 △3,053百万円

ロ 年金資産 2,359

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △694

ニ
 

会計基準変更時差異の
未処理額 139

ホ
 

未認識数理計算上の差異の
未処理額 235

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △319

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用(注) 198百万円

ロ 利息費用 43

ハ 会計基準変更時差異の費用処理額 46

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 127

ホ 特別退職金 67

ヘ
退職給付費用 
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

483

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、イ 勤務費用に計上しております。
 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用(注) 151百万円

ロ 利息費用 43

ハ 期待運用収益 △58

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 46

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 92

ヘ 特別退職金 28

ト
退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

304

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、イ 勤務費用に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 1.5％

ハ 期待運用収益率 0.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

  (発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数による按分額
を翌連結会計年度より費用処理し
ております。)

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 1.5％

ハ 期待運用収益率 3.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

 (発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数による按分額
を翌連結会計年度より費用処理し
ております。)

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成18年３月31日） （平成19年３月31日）

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

 未実現利益の消去 814 百万円 未実現利益の消去 654 百万円

 繰越欠損金 442 繰越欠損金 362

 減損損失否認 399 減損損失否認 327

 退職給付引当金否認 204 投資有価証券等評価損否認 191

 投資損失引当金否認 179 賞与引当金否認 139

 賞与引当金否認 131 退職給付引当金否認 129

 役員退職慰労引当金否認 111 役員退職慰労引当金否認 128

 投資有価証券等評価損否認 109 その他 221

 その他 205 繰延税金資産小計 2,155

繰延税金資産小計 2,599 評価性引当額 △373

評価性引当額 △696 繰延税金資産合計 1,781

繰延税金資産合計 1,902 繰延税金負債

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △534

 その他有価証券評価差額金 △622 貸倒引当金調整額 △22

 貸倒引当金調整額 △0 繰延税金負債合計 △556

繰延税金負債合計 △622 繰延税金資産の純額 1,225

繰延税金資産の純額 1,280

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％ 法定実効税率 40.7％

（調整） （調整）

 評価性引当額の増減 △4.8 評価性引当額の増減 △29.7

 持分法投資損失 △0.1 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

0.7

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目

△0.6
住民税均等割額等 0.2

 住民税均等割額等 △0.2 その他 △0.1

 その他 1.8 税効果会計適用後の
法人税等の負担率

11.8

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

36.8



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

砂糖その他 
食品事業 
(百万円)

健康産業事業
(百万円)

不動産その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

36,681 2,993 4,005 43,680 ― 43,680

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

2 1 120 124 (124) ―

計 36,684 2,994 4,126 43,805 (124) 43,680

  営業費用 34,622 2,896 3,870 41,389 1,134 42,524

  営業利益 2,062 98 255 2,415 (1,259) 1,156

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失および資本的支出

  資産 23,439 5,315 7,207 35,962 6,230 42,193

  減価償却費 193 92 168 454 41 496

  減損損失 752 402 1,758 2,912 2,632 5,545

  資本的支出 43 36 66 146 126 272

砂糖その他 
食品事業 
(百万円)

健康産業事業
(百万円)

不動産その他
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

37,826 2,735 4,207 44,769 ― 44,769

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

1 1 176 179 (179) ―

計 37,828 2,737 4,383 44,948 (179) 44,769

  営業費用 35,064 2,819 4,032 41,915 917 42,832

営業利益又は営業損失(△) 2,764 △81 350 3,033 (1,096) 1,936

Ⅱ 資産、減価償却費および
資本的支出

  資産 23,881 2,145 5,915 31,941 7,089 39,031

  減価償却費 181 97 123 402 41 443

  資本的支出 9 637 159 806 15 821



(注) １ 事業区分は、製品系列および内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度は1,259百万円、

当連結会計年度は1,096百万円であり、当社本社の総務、財務等の管理部門に係る費用および研究開発費用

であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度は6,246百万円、当連結会計年

度は7,103百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証

券)および当社本社の総務、財務等の管理部門に係る資産等であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度および当連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社お

よび重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度および当連結会計年度については、当社および連結子会社の海外売上高がないた

め、該当事項はありません。 

  

  

  

事業区分 主要製品

砂糖その他食品事業
砂糖、砂糖加工品、黒糖、果糖、ガムシロップ、異性化糖、コーンスター
チ、水飴

健康産業事業
アスレティックジム、ゴルフ練習場、プール、スポーツ用品ブティック、ス
ポーツ施設の経営およびコンサルタント事業

不動産その他事業 倉庫等の不動産賃貸、冷蔵倉庫・港湾荷役、合成樹脂等の販売ほか



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  子会社等 

  

 
取引条件および取引条件の決定方針等 

(注１) 精製糖等の製造委託料については、当社製品の市場価格から算定した価格、および新東日本製糖㈱から提示

された総原価を検討の上、決定しております。 

(注２) 新東日本製糖㈱の銀行借入(3,445百万円(期限11年)、400百万円(期限13年))につき債務保証を行っておりま

す。 

  

(注記事項) 

１ 関連当事者との取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 関連当事者との債権・債務の期末残高には、消費税等が含まれております。 

  
  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  子会社等 

  

 
取引条件および取引条件の決定方針等 

(注１) 精製糖等の製造委託料については、当社製品の市場価格から算定した価格、および新東日本製糖㈱から提示

された総原価を検討の上、決定しております。 

(注２) 新東日本製糖㈱の銀行借入(3,115百万円(期限10年)、884百万円(期限12年))につき債務保証を行っておりま

す。 

  

(注記事項) 

１ 関連当事者との取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 関連当事者との債権・債務の期末残高には、消費税等が含まれております。 

  
  
  
  

属性 名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社 
(当該関連会
社の子会社を
含む)

新東日本 
製糖㈱

千葉県 
千葉市

6,174
精製糖等の
製造

直接 50 兼任５名
当社製品
の製造

精製糖等の製造委
託(注１)

4,405
流動負債 
その他

303

債務保証(注２) 1,922 ― ―

属性 名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社 
(当該関連会
社の子会社を
含む)

新東日本 
製糖㈱

千葉市
美浜区

6,174
精製糖等の
製造

直接 50 兼任５名
当社製品
の製造

精製糖等の製造委
託(注１)

4,292
流動負債 
その他

377

債務保証(注２) 1,999 ― ─



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注)１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 445.95円 １株当たり純資産額 528.51円

１株当たり当期純損失 64.81円 １株当たり当期純利益 90.96円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △3,240 4,581

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 24 －

(うち利益処分による役員賞与金) (24) (－)

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△) (百万円)

△3,265 4,581

普通株式の期中平均株式数 (千株) 50,385 50,369



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

 

２ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,700 200 1.36 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,040 240 1.66 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,595 3,155 1.04
平成20年4月～
平成23年10月

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 9,335 3,595 ― ―

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(百万円) 240 2,740 100 75



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

     (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,041 3,756

 ２ 売掛金 ※１ 1,538 1,654

 ３ 有価証券 ― 17

 ４ 商品 15 5

 ５ 原料 899 790

 ６ 未着原料 544 ―

 ７ 仕掛品 169 155

 ８ 前払費用 129 120

 ９ 繰延税金資産 352 407

 10 関係会社短期貸付金 2,290 2,882

 11 その他 350 198

   流動資産合計 8,331 21.2 9,988 28.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物 4,904 3,773

    減価償却累計額 2,997 1,906 1,663 2,110

  (2) 構築物 743 503

    減価償却累計額 565 178 380 123

  (3) 機械装置 914 765

    減価償却累計額 495 419 392 372

  (4) 車輌運搬具 27 26

    減価償却累計額 17 9 19 6

  (5) 工具・器具・備品 715 562

    減価償却累計額 577 137 450 111

  (6) 土地 ※３ 10,728 5,709

  (7) その他 11 ―

   有形固定資産計 13,392 34.1 8,434 23.7



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 44 28

  (2) その他 57 48

   無形固定資産計 101 0.3 76 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※４ 2,098 2,033

  (2) 関係会社株式 ※５ 12,755 12,108

  (3) 出資金 2 2

  (4) 関係会社長期貸付金 1,239 1,591

  (5) 繰延税金資産 121 146

  (6) 長期差入保証金 855 852

  (7) その他 512 551

    貸倒引当金 △121 △ 161

   投資その他の資産計 17,464 44.4 17,124 48.1

   固定資産合計 30,958 78.8 25,636 72.0

   資産合計 39,289 100.0 35,625 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

     (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 2,665 1,327

 ２ 短期借入金 ※２ 2,700 200

 ３ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 1,000 ─

 ４ 未払金 114 54

 ５ 未払費用 ※１ 548 627

 ６ 未払法人税等 4 24

 ７ 未払消費税等 93 70

 ８ 前受金 184 84

 ９ 固定資産譲渡前受金 621 ─

 10 預り金 28 35

 11 賞与引当金 155 151

 12 役員賞与引当金 ─ 18

 13 その他 ※２ 170 289

   流動負債合計 8,284 21.1 2,885 8.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 5,475 3,075

 ２ 退職給付引当金 251 118

 ３ 役員退職慰労引当金 183 208

 ４ 再評価に係る 
   繰延税金負債

1,092 1,433

 ５ 受入保証金 1,143 1,028

 ６ その他 88 86

   固定負債合計 8,235 20.9 5,950 16.7

   負債合計 16,520 42.0 8,836 24.8

     (資本の部)

Ⅰ 資本金 ※７ 7,004 17.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,751 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本準備金減少差益 5,967 ―

   資本剰余金合計 7,718 19.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  (1) 別途積立金 8,400 ―

 ２ 当期未処分利益 1,242 ―

   利益剰余金合計 9,642 24.5 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ △2,100 △5.3 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※９ 507 1.3 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※８ △4 0.0 ― ―

   資本合計 22,768 58.0 ― ―

   負債資本合計 39,289 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

    (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 7,004

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,751

  (2) その他資本剰余金 ― 5,967

      資本剰余金合計 ― 7,718

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 8,400

    繰越利益剰余金 ― 1,604

    利益剰余金合計 ― 10,004

 ４ 自己株式 ― △ 9

   株主資本合計 ― ― 24,718 69.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 426

 ２ 土地再評価差額金 ※３ ― 1,643

   評価・換算差額等合計 ― ― 2,070 5.8

   純資産合計 ― ― 26,789 75.2

   負債純資産合計 ― ― 35,625 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品商品売上高 ※１ 27,424 27,557

 ２ ドゥ・スポーツプラザ 
   営業収入

※１ 2,600 2,353

 ３ 不動産賃貸収入 ※１ 471 494

     計 30,495 100.0 30,405 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１

 １ 製品商品売上原価

  (1) 商品期首たな卸高 100 ―

  (2) 当期商品仕入高 9,970 9,517

  (3) 当期製品製造原価 14,753 15,030

  (4) 商品期末たな卸高 ― 24,825 ― 24,547

 ２ ドゥ・スポーツプラザ 
   売上原価

※２ 2,143 2,053

 ３ 不動産賃貸原価 ※３ 287 302

     計 27,256 89.4 26,903 88.5

   売上総利益 3,239 10.6 3,501 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※４ 
※５

2,272 7.4 2,091 6.9

   営業利益 966 3.2 1,410 4.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 62 75

 ２ 受取配当金 ※１ 89 104

 ３ 雑益 17 169 0.6 25 206 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 132 96

 ２ 雑損 36 168 0.6 29 125 0.4

   経常利益 967 3.2 1,491 4.9



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※６ ― 1,171

 ２ ドゥ・スポーツプラザ 
   晴海施設譲渡益

※７ ― 2,545

 ３ 会社清算に伴う 
   残余財産分配差益

5 ―

 ４ その他特別利益 ― 5 0.0 106 3,823 12.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※８ 295 186

 ２ 固定資産除却損 ※９ 14 135

 ３ 減損損失 ※10 5,548 ―

 ４ 関係会社株式評価損 110 176

 ５ 関係会社投資損失引当金 
   繰入額

102 ―

 ６ ゴルフ会員権評価損 ※11 33 ―

 ７ 出資金評価損 17 ―

 ８ 関係会社貸倒引当金 
   繰入額

20 ―

 ９ 特別退職金 65 ―

 10 環境対策費用 36 ―

 11 その他特別損失 ※12 ― 6,243 20.5 68 567 1.9

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△)

△5,269 △17.3 4,747 15.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

8 5

   法人税等調整額 △2,102 △2,094 △6.9 315 321 1.0

   当期純利益 
   又は当期純損失(△)

△3,175 △10.4 4,426 14.6

   前期繰越利益 898 ―

   利益準備金取崩額 1,419 ―

   土地再評価差額金取崩額 2,100 ―

   当期未処分利益 1,242 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) １ 原価計算における原価の算定は製品等級別等価比率による総合原価計算によっております。 

※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

 
※３ 他勘定振替高は、販売費及び一般管理費の販売雑費等に振り替えております。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

材料費 10,329 70.0 10,714 71.3

経費 ※２ 4,418 30.0 4,303 28.7

当期総製造費用 14,747 100.0 15,017 100.0

期首仕掛品たな卸高 176 169

合計 14,923 15,187

期末仕掛品たな卸高 169 155

他勘定振替高 ※３ 1 0

当期製品製造原価 14,753 15,030

前事業年度 外注加工費 4,405百万円

当事業年度 外注加工費 4,292百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
     

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,242

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 302

 ２ 取締役賞与金 18 320

Ⅲ 次期繰越利益 922

(注) 日付は、株主総会承認年月日であります。



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,004 1,751 5,967 7,718

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ ─ ─

 役員賞与(注) ─ ─ ─ ─

 当期純利益 ─ ─ ─ ─

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

 土地再評価差額金の取崩 ─ ─ ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─ ─

平成19年３月31日残高(百万円) 7,004 1,751 5,967 7,718

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 8,400 1,242 9,642 △ 4 24,361

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ △ 302 △ 302 ─ △ 302

 役員賞与(注) ─ △ 18 △ 18 ─ △ 18

 当期純利益 ─ 4,426 4,426 ─ 4,426

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 4 △ 4

 土地再評価差額金の取崩 ─ △ 3,744 △ 3,744 ─ △ 3,744

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ 361 361 △ 4 356

平成19年３月31日残高(百万円) 8,400 1,604 10,004 △ 9 24,718

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 507 △ 2,100 △ 1,593 22,768

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ ─ △ 302

 役員賞与(注) ─ ─ ─ △ 18

 当期純利益 ─ ─ ─ 4,426

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 4

 土地再評価差額金の取崩 ─ ─ ─ △ 3,744

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 80 3,744 3,663 3,663

事業年度中の変動額合計(百万円) △ 80 3,744 3,663 4,020

平成19年３月31日残高(百万円) 426 1,643 2,070 26,789



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準および評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法

１ 有価証券の評価基準および評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   前事業年度に同じであります。

 (2) 子会社株式および関連会社株式 

   移動平均法による原価法

 (2) 子会社株式および関連会社株式 

   前事業年度に同じであります。

 (3) その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

 (3) その他有価証券 

    時価のあるもの

     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

     前事業年度に同じであります。

２ デリバティブ取引の評価基準および評価方法 

  時価法

２ デリバティブ取引の評価基準および評価方法 

  前事業年度に同じであります。

３ たな卸資産の評価基準および評価方法

  商品、原料、仕掛品および貯蔵品は総平均法による

原価法により評価しております。

３ たな卸資産の評価基準および評価方法

  前事業年度に同じであります。

４ 固定資産の減価償却の方法 ４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

    建物              ３～50年

    機械装置            ５～17年

 (1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

    建物              ３～50年

    機械装置            ７～17年

 (2) 無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。

 (2) 無形固定資産 

   前事業年度に同じであります。

５ 引当金の計上基準 ５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

 (1) 貸倒引当金 

   前事業年度に同じであります。

 (2) 投資損失引当金

関係会社への投資等に対する損失に備えるため、

その財政状態等を勘案して計上しております。

 (2)       ──────

 (3) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

 (3) 賞与引当金

   前事業年度に同じであります。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4)       ──────  (4) 役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度におけ

る支給見込額の当事業年度負担額を計上しており

ます。

(会計方針の変更)

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第４号)を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益および税引前当期

純利益が、それぞれ18百万円減少しております。

 (5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更時差異(339

百万円(退職給付制度一部終了分控除後))につい

ては、10年による按分額を費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により、翌事業年度から費用処理すること

としております。

 (5) 退職給付引当金

   前事業年度に同じであります。

 (6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規定に基

づく期末要支給額を計上しております。

 (6) 役員退職慰労引当金

   前事業年度に同じであります。

６ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

６ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

  前事業年度に同じであります。

７ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

７ リース取引の処理方法 

  前事業年度に同じであります。

８ ヘッジ会計の方法 ８ ヘッジ会計の方法

 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。

 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

   前事業年度に同じであります。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

商品先物取引 粗糖仕入

為替予約取引
外貨建金銭債権 
債務

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   前事業年度に同じであります。 

 

 (3) ヘッジ方針

社内の業務分掌規程に基づき、粗糖相場の変動お

よび為替相場の変動によるリスクをヘッジしてお

ります。なお、粗糖相場の変動リスクに対するヘ

ッジ取引については、取締役会規程の内規におい

て、取引権限の限度等を定めております。

 (3) ヘッジ方針

   前事業年度に同じであります。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、比率分析を行うことにより

判定しております。また、実需予測に対するヘッ

ジについては、予測と実績に大きな乖離がないこ

とを事後的に確認しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   前事業年度に同じであります。

９ 消費税等の会計処理方法

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

９ 消費税等の会計処理方法 

  前事業年度に同じであります。



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号）を適用しております。  

これにより税引前当期純損失が5,548百万円増加して

おります。  

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

──────

         

──────

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

9日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

26,789百万円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してお

ります。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表)

 前事業年度まで独立科目で掲記しておりました未収入

金(当期末残高184百万円)は、総資産額の1/100以下と

なったため、流動資産の「その他」に含めて表示する

ことに変更いたしました。また、前事業年度まで独立

科目で掲記しておりました貯蔵品(当期末残高０百万

円)は、金額が僅少のため、流動資産の「その他」に

含めて表示することに変更いたしました。

(貸借対照表)

 前事業年度まで独立科目で掲記しておりました１年以

内返済予定の長期借入金（当期末残高200百万円）

は、負債及び純資産の合計額の1/100以下となったた

め、流動資産の「その他」に含めて表示することに変

更いたしました。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社項目

   関係会社に対する主な資産および負債には区分掲

記されたもののほか、下記のものがあります。

区分 科目
金額 

(百万円)

資産 売掛金 1,320

負債 買掛金 494

負債 未払費用 380

 

※１ 関係会社項目

   関係会社に対する主な資産および負債には区分掲

記されたもののほか、下記のものがあります。

区分 科目
金額 

(百万円)

資産 売掛金 1,322

負債 買掛金 461

負債 未払費用 463

 

※２ 担保資産および担保付債務

   担保に供している資産の額(帳簿価額)

建物 1,456百万円

土地 7,226

計 8,683

   上記に対応する債務

短期借入金 1,000百万円

１年以内返済予定の 
長期借入金

900

長期借入金 2,675

計 4,575

 

 

※２ 担保資産および担保付債務

   担保に供している資産の額(帳簿価額)

建物 248百万円

土地 975

計 1,223

   上記に対応する債務

流動負債その他 100百万円

長期借入金 375

計 475

※３ 土地再評価

   土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部

に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める方法により算出

再評価を行った年月日  平成11年３月31日

※３ 土地再評価

   土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の

部に計上しております。

   再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める方法により算出

再評価を行った年月日  平成11年３月31日

      再評価を行った土地の期末における時価と再評価 

後の帳簿価額との差額  △2,704百万円

※４ 差入有価証券

   投資有価証券のうち営業保証金に10百万円、商品

市場取引委託証拠金に278百万円を差入れており

ます。

※４ 差入有価証券

   投資有価証券のうち営業保証金に10百万円、商品

市場取引委託証拠金に305百万円を差入れており

ます。

※５ 投資損失引当金

   関係会社株式は、投資損失引当金382百万円を控

除して表示しております。

※５                ────── 

   



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 ６ 偶発債務

   下記の関係会社等の債務に対し保証を行っており

ます。

 ６ 偶発債務

   下記の関係会社等の債務に対し保証を行っており

ます。

  (1) 商品仕入代金に対する保証

日新カップ㈱ 504百万円

日新サービス㈱ 115

  (1) 商品仕入代金に対する保証

日新カップ㈱ 521百万円

日新サービス㈱ 238

 

  (2) 金融機関借入金に対する保証

新東日本製糖㈱  (注) 1,922百万円

ニューポート産業㈱ 160

㈱エヌアイフィットネス 25

従業員住宅融資等 1

計 2,108

     (注)総額3,845百万円のうち、当社保証額で
       あります。

 

  (2) 金融機関借入金に対する保証

新東日本製糖㈱ (注) 1,999百万円

ニューポート産業㈱ 120

㈱エヌアイフィットネス 18

従業員ローン 0

計 2,137

   (注)総額3,999百万円のうち、当社保証額で 
       あります。

 

※７ 会社が発行する株式の総数

普通株式 100,000,000株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

になっております。

   なお、平成17年７月29日開催の取締役会決議によ

り、利益による自己株式の消却を実施したため

8,658千株が減少し、登記簿上の会社が発行する

株式の総数は、90,341千株となっております。

発行済株式総数   普通株式 50,387,948株

※７                ────── 

   

※８ 自己株式の保有数

普通株式 11,316株

※８                ────── 

※９ その他有価証券評価差額金

   有価証券の時価評価により、純資産額が507百万

円増加しております。なお、当該金額は商法施行

規則第124条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。

※９                ────── 

  

 

 

 

 10 コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

三井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行と

コミットメントライン契約を締結しております。

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ―

差  引  額 2,000

 10 コミットメントライン契約

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱

三井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行と

コミットメントライン契約を締結しております。

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ―

差  引  額 2,000



(損益計算書関係) 

  

   

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社項目

   区分掲記されたものを除き、各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは、次のとおりであ

ります。

区分 科目
金額 

(百万円)

売上高

製品商品売上高 26,154

ドゥ・スポーツ 
プラザ営業収入

2

不動産賃貸収入 344

営業外収益
受取利息 62

受取配当金 53

   上記のほか、売上原価、販売費及び一般管理費

に、関係会社との取引による金額が合計7,931百

万円含まれております。

 

※１ 関係会社項目

   区分掲記されたものを除き、各科目に含まれてい

る関係会社に対する主なものは、次のとおりであ

ります。

区分 科目
金額 

(百万円)

売上高

製品商品売上高 26,242

ドゥ・スポーツ 
プラザ営業収入

2

不動産賃貸収入 373

営業外収益
受取利息 72

受取配当金 65

   上記のほか、売上原価、販売費及び一般管理費

に、関係会社との取引による金額が合計7,572百

万円含まれております。

 

※２ ドゥ・スポーツプラザ売上原価の内訳

商品売上原価等 122百万円

人件費 884

減価償却費 54

水道光熱費 265

用品・消耗備品費 49

外注費 150

賃借料 469

その他 147

計 2,143

   なお、商品期末たな卸高は、15百万円でありま

す。

 

※２ ドゥ・スポーツプラザ売上原価の内訳

商品売上原価等 103百万円

人件費 769

減価償却費 61

水道光熱費 257

用品・消耗備品費 92

外注費 141

賃借料 529

その他 96

計 2,053

   なお、商品期末たな卸高は、5百万円でありま

す。

※３ 不動産賃貸原価の内訳

減価償却費 190百万円

租税公課 76

その他 21

計 287

※３ 不動産賃貸原価の内訳

減価償却費 189百万円

租税公課 69

その他 43

計 302

 

※４ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

販売奨励費 137百万円

役員報酬 146

従業員給料 594

賞与金 124

賞与引当金繰入額 136

退職給付費用 230

役員退職慰労引当金繰入額 27

法定福利費 120

減価償却費 63

賃借料 122

   販売費に属する費用のおおよその割合は12％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

88％であります。  

※４ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

販売奨励費 152百万円

販売促進費 113

役員報酬 133

従業員給料 578

賞与金 125

賞与引当金繰入額 127

役員賞与引当金繰入額 18

退職給付費用 139

役員退職慰労引当金繰入額 25

法定福利費 117

減価償却費 57

賃借料 132

   販売費に属する費用のおおよその割合は14％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

86％であります。



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費   60百万円 ※５ 一般管理費に含まれる研究開発費    55百万円

※６               ────── ※６ 固定資産売却益の内訳

土地・建物ほか 1,137百万円

ゴルフ会員権 32

その他 1

計 1,171

※７               ────── ※７ 土地売却益2,910百万円と建物売却損365百万円を

相殺して表示しております。

※８ 固定資産売却損の内訳

土地ほか 295百万円

※８ 固定資産売却損の内訳

土地ほか 186百万円

なお、関係会社との取引によるものでありま
す。

 

 

※９ 固定資産除却損の内訳

建物 12百万円

その他 1

計 14

 
 
 
 
 
 

※10 減損損失

   当事業年度において、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

静岡県 
 富士宮市他

遊休資産 土地等  2,636

千葉県千葉市 賃貸用資産 土地 2,513

東京都新宿区
スポーツ 
施設

建物及び 
構築物等

398

合計 ── ── 5,548

   当社は、減損会計の適用にあたって、事業の種類

別セグメントを基準に資産のグルーピングを行っ

ております。ただし、賃貸資産、スポーツ施設店

舗および遊休資産など、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出すと認められるものについて

は、個別のグルーピングを行っております。 

賃貸用資産については市場価格が著しく下落した

ため、遊休資産については今後の使用見込みがな

いため、帳簿価額を回収可能価額まで減額してお

ります。なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、主として不動産鑑定評価額によ

り評価しております。 

スポーツ施設については営業損益が継続してマイ

ナスであるため、帳簿価額を回収可能価額まで減

額しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、0円として評価しております。

 

※９ 固定資産除却損の内訳

建物 9百万円

構築物 26

機械装置 47

工具・器具・備品 48

ソフトウェア 3

計 135

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおり
ます。

※10               ────── 



 

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  15,429株 

  

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※11 ゴルフ会員権評価損の内訳

   ゴルフ会員権評価損には、減損処理額8百万円、 

貸倒引当金繰入額25百万円を含めて表示してお 

ります。

※11               ────── 

   

※12               ────── ※12 その他特別損失の内訳

関係会社貸倒引当金繰入額 40百万円

特別退職金 28

計 68

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 11,316 15,429 ― 26,745



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

 

工具・器 
具・備品

ソフト 
ウェア

合計

取得価額 
相当額 
(百万円)

109 21 131

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

49 15 64

期末残高 
相当額 
(百万円)

60 6 66

 

工具・器
具・備品

ソフト 
ウェア

合計

取得価額
相当額 
(百万円)

169 3 172

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

66 0 67

期末残高
相当額 
(百万円)

102 2 105

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定しております。

 

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 29百万円

１年超 36

合計 66

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。

 

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 37百万円

１年超 67

合計 105

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子込み法」により算定

しております。

 ③支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32

 ③支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36

 ④減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ④減価償却費相当額の算定方法

  前事業年度に同じであります。

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 1

合計 3

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 1

合計 5



(税効果会計関係) 

  

 

  

前事業年度 当事業年度

（平成18年３月31日） （平成19年３月31日）

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

 投資有価証券等評価損否認 374 百万円 投資有価証券等評価損否認 374 百万円

 繰越欠損金 206 繰越欠損金 275

 減損損失否認 158 減損損失否認 144

 投資損失引当金否認 155 役員退職慰労引当金否認 84

 退職給付引当金否認 102 賞与引当金否認 61

 役員退職慰労引当金否認 74 退職給付引当金否認 48

 賞与引当金否認 63 その他 159

 その他 155 繰延税金資産小計 1,149

繰延税金資産小計 1,291 評価性引当額 △301

評価性引当額 △468 繰延税金資産合計 847

繰延税金資産合計 822 繰延税金負債

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 △293

 その他有価証券評価差額金 △348 繰延税金資産の純額 554

繰延税金資産の純額 473

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 法定実効税率 40.7％

率との差異が、法定実効税率の百分の五以下である  (調整)

ため、注記を省略しております。  評価性引当額の増減 △34.1

 その他 0.2

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

6.8



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

  
    

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 451.61円 １株当たり純資産額 531.94円

１株当たり当期純損失 63.38円 １株当たり当期純利益 87.88円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) (百万円) △3,175 4,426

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 18 ―

(うち利益処分による役員賞与金) (18) (―)

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△) (百万円)

△3,193 4,426

普通株式の期中平均株式数 (千株) 50,385 50,369



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

[投資有価証券]

 (その他有価証券)

  住友信託銀行㈱ 320,000 393

  そしあす証券㈱ 680,540 348

   ブルドックソース㈱ 211,822 307

  ㈱ヤクルト本社 80,068.306 241

  新光製糖㈱ 230,000 115

  ㈱みずほフィナンシャルグループ 
  第十一回第十一種優先株式

100 100

  ユアサ・フナショク㈱ 206,000 81

  みずほインベスターズ証券㈱ 198,000 57

  ㈱三井住友フィナンシャルグループ 50 53

  ㈱みずほフィナンシャルグループ 40 30

  その他  45銘柄 2,673,614.466 292

株式合計 4,600,234.772 2,019



【債券】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

[有価証券]

 (満期保有目的の債券)

  千葉県昭和54年度公債 
  第９回二号

0 0

有価証券合計 0 0

[投資有価証券]

 (満期保有目的の債券)

  千葉県昭和54年度公債 
  第９回二号

2 2

 (その他有価証券)

  第35回 利付国債 11 10

投資有価証券合計 13 13

債券合計 14 14

種類および銘柄 投資口数等(百万口) 貸借対照表計上額(百万円)

[有価証券]

 (その他有価証券)

  証券投資信託の受益証券

   あさひパワー・ 
   インデックス1.5

0 16

その他合計 0 16



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  建物 ドゥ・スポーツプラザ豊洲新設 545百万円  

   ２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  土地 ドゥ・スポーツプラザ晴海土地売却 3,299百万円 

  建物 ドゥ・スポーツプラザ晴海施設売却 1,474百万円 

    土地 豊洲倉庫土地売却         1,251百万円  

    土地 千葉市美浜区新港土地売却      776百万円 

   ３ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減

  少額」の記載を省略しております。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 4,904 750 1,881 3,773 1,663 147 2,110

 構築物 743 1 242 503 380 16 123

 機械装置 914 62 211 765 392 56 372

 車輌運搬具 27 ― 0 26 19 3 6

 工具・器具・備品 715 43 196 562 450 46 111

 土地 10,728 309 5,327 5,709 ― ― 5,709

 その他 11 ― 11 ― ― ― ―

有形固定資産計 18,045 1,166 7,872 11,340 2,905 269 8,434

無形固定資産

 ソフトウェア ― ― ― 176 147 33 28

 その他 ― ― ― 69 20 4 48

無形固定資産計 ― ― ― 245 168 38 76

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【引当金明細表】 

  

 
  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 121 40 ― ― 161

投資損失引当金 382 ― 382 ― ─

賞与引当金 155 151 155 ― 151

役員賞与引当金 ― 18 ― ― 18

役員退職慰労引当金 183 25 1 ― 208



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
(注) 中央労働災害防止協会ほか 

  

  

ロ 売掛金の発生および回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 13

預金の種類

 当座預金 2,884

 通知預金 850

 普通預金 9

計 3,743

合計 3,756

相手先 金額(百万円)

日新カップ㈱ 1,322

王子製糖㈱ 160

山口製糖㈱ 133

東京都荒川区 12

ダニスコジャパン㈱ 4

その他 （注） 21

合計 1,654

前期繰越高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

1,538 31,450 31,334 1,654 94.99 18.53



③ たな卸資産 

  

 
  

④ 関係会社短期貸付金 

  

 
  

⑤ 関係会社株式 

  

 
  

  

種類 金額(百万円)

商品 ドゥ・スポーツプラザ商品 5

原料 原糖 790

仕掛品 糖液等 155

合計 952

相手先 金額(百万円)

日新カップ㈱ 2,640

日新サービス㈱ 195

ニューポート産業㈱ 35

日新余暇開発㈱ 12

合計 2,882

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式)

 ニューポート産業㈱ 1,102

 新豊食品㈱ 900

 日新カップ㈱ 865

 その他 222

(関連会社株式)

 新東日本製糖㈱ 8,315

 日本ポート産業㈱ 520

 その他 183

合計 12,108



⑥ 買掛金 

  

 
(注) ㈱村上商店ほか 

  

⑦ 長期借入金 

  

 
(注) シンジケートローンは、㈱三井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行を幹事とする７社の協調融資による

ものであります。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

三菱商事㈱ 404

新豊食品㈱ 376

ダニスコジャパン㈱ 139

王子製糖㈱ 116

㈱やまと蜂蜜 83

その他 (注) 206

合計 1,327

借入先 金額(百万円)

日本政策投資銀行 375

シンジケートローン 2,700

合計 3,075



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満表示株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき300円

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  買取手数料
東京証券取引所の定める１単元あたりの売買委託手数料額を買取った単元未満株式数
で按分した額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書      事業年度  自 平成17年４月１日     平成18年６月29日 

  およびその添付書類    (第79期)  至 平成18年３月31日     関東財務局長に提出。 

  

(2) 半期報告書       (第80期中)  自 平成18年４月１日     平成18年12月22日 

                     至 平成18年９月30日     関東財務局長に提出。 

  

(3) 臨時報告書   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第   平成19年２月16日 

          ４号(主要株主の異動)の規程に基づくもの       関東財務局長に提出。 

  

          企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第   平成19年２月23日 

          12号ならびに第19号（当社および連結会社の財政状   関東財務局長に提出。 

          態および経営成績に著しい影響を与える事象（固定 

          資産売却益等）の発生）の規程に基づくもの 

  

該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

日 新 製 糖 株 式 会 社 

代表取締役社長  竹 場 紀 生 殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日新製糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日新製糖株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から

固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  一  昭  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日 新 製 糖 株 式 会 社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日新製糖株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日新製糖株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  一  昭  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  今  井  靖  容  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  宏  和  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

日 新 製 糖 株 式 会 社 

代表取締役社長  竹 場 紀 生 殿 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日新製糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第79期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日新製糖株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  一  昭  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日 新 製 糖 株 式 会 社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日新製糖株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第80期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日新製糖株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  斉  藤  一  昭  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  今  井  靖  容  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  宏  和  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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